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（出典）　総務省「国勢調査報告」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成14年１月推計）」及び国土庁「日本列島における人口分布変動の
　　　　　長期時系列分析」（1974年）をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）　　1950年以前は国土庁資料を、2000年は「国勢調査報告」を、2050年及び2100年は「日本の将来推計人口」を用いた。

図表１　総人口の長期的推移



都市圏における人口増加率（1990→2000年）
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広島、福岡）

　　中枢・中核

都市圏外

（
％

）

人口（2000）
（万人）

1990→2000
（％）

３大都市圏 6,287 4.0
　　東京圏 3,342 5.1
　　名古屋圏 1,101 4.3
　　関西圏 1,844 1.8
地方圏 6,406 1.4
　　中枢・中核都市圏 3,081 4.6
　　　 中枢都市圏 772 9.6
    中枢・中核都市圏外 3,325 -1.3

図表２ 三大都市圏及び地方中枢・中核都市圏の人口増加率

(出典)「日本の都市圏設定基準（Metropolitan　Area　Definitions　in　Japan）」（金本良嗣・徳岡一幸　2001年）をもとに国土交通省国土計画局作成。

（注）
１．金本・徳岡(2001年）の都市圏設定基準に基づき算出。なお、ここでの都市圏とは中心都市のDID人口が５万人以上の市町村とした。都市圏設定基準は以下のとおり。
　　○中心都市の条件
　　（１）DID人口が５万人以上の市町村。
　　（２）他市町村の郊外となっている市町村は中心都市から除外する。
　　（３）相互に通勤率が基準値以上となっている双方向通勤の場合には、通勤率が大きい方を小さい方の郊外とし、小さい方を中心都市とする。
　　（４）郊外市町村の中で従業常住人口比が１以上であり、しかも、DID人口が中心市町村の３分の１以上か、あるいは10万以上である市町村をその都市圏の中心都市
　　　　　に組み入れる。
　　　　　政令指定都市については、自然体では従業常住人口比の基準を満たしていなくても、一つあるいは複数の区が上の条件を満たしていれば（市全体を）中心都
　　　　　市に加える。
　　○郊外市町村の条件
　　（１）中心都市への通勤率が10％以上の市町村をその中心都市の郊外市町村とする。
　　（２）中心都市が複数の市町村から構成される場合には、それらの市町村全体への通勤率を用いる。
　　（３）通勤率が10％を越える中心都市が複数存在する場合には、通勤率が最大の中心都市の郊外とする。
　　（４）中心都市及び他の郊外市町村への通勤率が10％を越える場合には、通勤率がより大きいものの郊外であるとする。
２．中枢・中核都市・・・「都道府県庁所在市または人口３０万人以上」かつ「昼夜間人口比１以上」の都市（三大都市圏を除く）
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（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注） 上記の地域区分は以下の通り。
　　　 東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県　　　名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県　　　関西圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
　　　 三大都市圏：東京圏、名古屋圏、関西圏　　　地方圏：三大都市圏以外の地域

図表３　人口の社会移動の推移

転入超過数（圏域別）
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（出典）　総務省「住民基本台帳人口移動報告」をもとに国土交通省国土計画局作成。
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図表４　東京圏の人口の転入超過数（距離帯別）

東京圏への転入超過数増加（1980～1987）の距離帯別要因 東京圏への転入超過数増加（1994～2002）の距離帯別要因



（出典)　総務省「国勢調査報告」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成14年１月推計）」をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）　１．東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県　　名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県　　関西圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
　　　　　　地方中枢・中核都市とは、地方圏(上記三大都市圏以外の地域）にあって「都道府県庁所在市または人口30万人以上」かつ「昼夜間人口比１以上」の都市と　　　　
　　　　　　した（2000年国勢調査による）。１時間圏とは、1998年10月現在の交通ネットワークで新幹線と特急を除く鉄道と道路の利用を前提とし、市町村単位に設定
　　　　　　したもの。なお、各市町村の起点終点はそれぞれ市町村役場である。
　　　　２．2000年は実績値、2025年及び2050年は国土計画局推計値。推計は、国立社会保障･人口問題研究所｢日本の将来推計人口(平成14年1月推計)」の中位推計をもと　　　
　　　　　　にした。人口移動については、過去の趨勢に沿って移動率が減少していくと仮定した。　　　　　

人口減少率（2000年～2025年、2000年～2050年）　 高齢者比率（2000年・2025年・2050年）　
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図表５　今後50年間の人口増減率、高齢者比率



今後50年間の人口密度別メッシュ数（全国）

（出典）　総務省「国勢調査報告」をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）１．1975年及び2000年は実績値、2025年及び2050年は国土計画局推計値。
　　　２．ここで分析対象としているメッシュは、1975年より2000年までに少なくとも１回以上人が居住したメッシュである193,013メッシュとした。なお１メッシュは約１k㎡。
　　　３．推計は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成１４年１月推計）の中位推計をもとにした。移動率の仮定は、移動率減少型（過去の趨勢に沿って
　　　　　移動率が減少していくと仮定したケース）を用いた。
　　　４．メッシュ人口の推計は、上記の移動率を仮定して別途国土計画局において将来推計した市区町村別人口増減率を当該市区町村に属するメッシュに一律に適用することに
　　　　　より行った。。　　　　
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図表６　今後50年間の人口密度別メッシュ数
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（出典)　総務省「国勢調査報告」、「日本の都市圏設定基準（Metropolitan Area Definitions in Japan）」（金本良嗣・徳岡一幸　2001年）をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）　１．1975年及び2000年は実績値、2025年及び2050年は国土計画局推計値。
　　　　２．中心都市の人口規模は、2000年の国勢調査による。都市圏の設定基準については、図表２を参照のこと。
　　　　３．推計は、国立社会保障･人口問題研究所｢日本の将来推計人口(平成14年1月推計)」の中位推計をもとにした。移動率の仮定は、移動率減少型（過去の趨勢に沿っ　
　　　　　　て移動率が減少していくと仮定したケース）を用いた。
　　　　４．メッシュ人口の推計は、上記の移動率を仮定して別途国土計画局において将来推計した市区町村別人口増減率を当該市区町村に属するメッシュに一律に適用　　　
　　　　　　することにより行った。

図表７　今後50年間の人口密度別人口分布

今後50年間の地方都市圏の中心都市規模別にみた人口密度別人口分布



域内のDID人口が将来5000人を下回ると見込まれる市町村の増加数：今後50年間に104市町村でDIDが消滅する可能性

域内のＤＩＤ人口密度が4000人/? を下回る市町村数：今後50年間に192市町村でDIDが消滅する可能性

（出典）　総務省「国勢調査報告」をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）　１．将来のＤＩＤ人口の試算は、別途将来推計した市区町村別人口増減率を当該市区町村に属するＤＩＤに一律に適用する
　　　　　　ことにより行った。なお、移動率は過去の趨勢に沿って減少していくと仮定した。
　　　　２．将来のＤＩＤ人口密度の試算は、上記により推計した将来のＤＩＤ人口を2000年のＤＩＤ面積で除すことにより行った。
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図表８　将来におけるＤＩＤ消滅市町村数（地方圏）



６

日本経済の成長の姿 （参考）労働力人口と労働生産性

成長率　年率％ 2001-2010 2011-2030 2031-2050

実質GDP<標準ｹｰｽ> 1.1 1.2 0.4

　　労働力人口 0.5 ▲0.4 ▲1.1

　　労働生産性 0.6 1.6 1.5

 (一人当り実質GDP) 1.1 1.6 1.2

実質GDP<低成長ｹｰｽ> 0.4 0.4 ▲0.3

　　労働力人口 ▲0.2 ▲0.6 ▲1.1

　　労働生産性 0.6 1.0 0.7

 (一人当り実質GDP) 0.3 0.8 0.5

（注）　標準ケースは、2010年までは「改革と展望－2002年度改定」参考資料（平成
　　　15年１月内閣府作成）を使用。それ以降については、労働力人口は女性と
　　　高齢者の労働力率が上昇し、労働生産性は労働節約的な技術進歩等の影響を
　　　受けるものとして推計。
　　　　低成長ケースは、2010年までは上記で構造改革が仮に実行されない場合の　
　　　値を使用。それ以降については、労働力率が現状で維持され、また構造改革に
　　　よる労働生産性の上昇が見込まれないものとして推計。

（出典）財務省財務総合研究所「『少子高齢化の進展と今後のわが国経済社会の
　　　　展望』研究報告書」（2000年11月）

図表９　日本経済の見通し



(出典)　The World Bank “World Development Indicators 2002” 、 OECD編「2020年の世界経済」(1999年１月)及び内閣府「改革と展望－2002年度改定」参考資料（2003年１月)
　　　　等をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注)１．東南アジア5カ国及びヨーロッパ諸国の構成は以下のとおり。また、中国には香港が含まれる。
　　　　東南アジア5カ国：ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ﾀｲ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ　　ヨーロッパ諸国：EU15カ国、ｱｲｽﾗﾝﾄﾞ、ﾉﾙｳｪｰ、ｽｲｽ
　　 ２．日本は内閣府資料等をもとに国土交通省国土計画局推計、他の国・地域はOECD資料を用いて作成した。OECD資料における仮定は以下のとおり。
　　 　　高成長シナリオ：貿易・投資の自由化と国内の規制改革が持続的にさらに進展すると仮定　　低成長シナリオ：それらがあまり進展しないものと仮定

【実績値（2000年）】 【推計値（2020年、括弧内は年平均成長率）】

＜高成長シナリオ＞ ＜低成長シナリオ＞
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図表10　世界経済の見通し
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経済産業省による日本に所在する製造業を対象とした
アンケート調査（2003年２月）の結果。対象企業は、主
要業種別に無作為に抽出されている。

我が国製造業から見た現在及び５年後の
中国、アジアの位置づけ

図表11　アジアの経済成長率等の見通し

（出典） (社)日本経済研究センター「2020年のアジアの産業競争力」、内閣府「アジア経済2000」、アジア開発銀行データ、台湾行政院主計処資料、
　　　　タイNESDB資料、韓国統計庁資料、中国統計年鑑、中国統計概要、United Nations“World Population Prospects:The 2002 Revision”、
　　　　経済産業省・厚生労働省・文部科学省「2003年版製造基盤白書」をもとに 国土交通省国土計画局作成。
（注）　1.NIES,ASEAN４の実質GDP伸率は構成国（NIES:韓国、香港、台湾、シンガポール、ASEAN４:インドネシア、マレーシア、フィリピン、タイ)の実質値
　　　　　2000年平均米ドル為替レート換算値の和より算出。見込みは日本経済センターの予測によるが、2001～2004年についてはアジア開発銀行
　　　　　「アジア開発見通し2003」の数字で算出した。
　　　　2.一人あたりGDPの見込み値は伸び率で算出したGDP（米ﾄﾞﾙﾍﾞｰｽ）と国連人口推計による人口により算出した。
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（出典）　内閣府「県民経済計算（Ｈ１５）」より国土交通省国土計画局作成。　　　

（注）　奈良県については、純移出のみの公表であり、移出、移入別の数値が公表されていない。　　　

図表12　県別の移出入構造

県別移出、移入の県内総生産比率（2000年）



（出典）内閣府「県民経済計算」をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）　「自主財源比率」とは、歳出決算総額に占める自主財源（地方税、分担金及び負担金、使用料、手数料など地方公共団体の意思で、ある程度　
　　　　収入額を増減できる自前の財源）額の割合を示す。自主財源と対になる概念として、依存財源（地方交付税、国庫支出金、地方譲与税、地方債
　　　　など国等の意思により定められた額を交付されたり、割り当てられたりする収入）がある。
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図表13　県内総支出に占める公的支出の割合、自主財源比率



(出典）　内閣府「県民経済計算」、総務省「国勢調査報告」及び「人口推計年報」をもとに国土交通省国土計画局作成。
(注)　１．ジニ係数とは、分布の偏りを表す指標であり、０から１までの値をとり、１に近いほど地域間の格差が大きい
　　　　　ことを示している。
　　　 ２．1955年度から1970年度の沖縄県の人口は、1955年、60年、65年、70年の数値をもとに算出した５年間の平均
　　　　　増加率により推計した。
　　　 ３．県民所得は、1955年度から1991年度までが68ＳＮＡ、1992年度以降が93ＳＮＡに基づく数値である。

一人当たり県民所得の上位５県平均と下位５県平均の格差
年度 1955 1956 1957 1958 1959 1960 1961 1962 1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969
倍 1.98 2.09 2.23 2.12 2.13 2.24 2.32 2.24 2.22 2.15 1.99 1.99 1.98 1.99 2.02

年度 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984
倍 2.04 1.93 1.85 1.80 1.63 1.58 1.61 1.60 1.57 1.58 1.61 1.61 1.61 1.64 1.60

年度 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999
倍 1.62 1.62 1.64 1.70 1.72 1.74 1.73 1.67 1.63 1.58 1.58 1.58 1.58 1.55 1.55

年度 2000
倍 1.52
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図表14　県民所得でみた地域間格差の推移



(出典)　内閣府「県民経済計算」、総務省「国勢調査報告」、国立社会保障・人口問題研究所｢日本の将来推計人口(平成14年１月推計)｣をもとに国土交通省国土計画局作成。
(注)１．要因分析は、恒等式:log(GDP/総人口)=log(GDP/労働力人口)+log(労働力人口/総人口)に基づき、全国平均との比較により行ったものであり、
　　　 log(GDP/労働力人口)を生産性要因、log(労働力人口/総人口)を労働力要因として表章した。
　　２．将来の労働力人口は、国土交通省国土計画局で推計した都道府県別男女別年齢５歳階級別人口(移動率減少型)に、2000年の都道府県別男女別年齢５歳階級別
　　　　労働力率を乗じて算出。

2000年における一人あたりGDPの地域間格差と
その要因分解
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図表15　一人あたりGDPの格差と将来展望



心の豊かさか、物質的豊かさか

（出典）内閣府「社会意識に関する世論調査」より作成。
（注）１．複数選択。
　　　２．1981年の調査では「国民の人情味」、「国民の義理がたさ」の２つの
　　　 　 選択肢に分けて質問しているため、ここでは回答比率の高い「国民の人情味」
　　　　 の比率で作成している。
　　　３．選択肢「自由で平和な社会」は1991年の調査から加わっている。

（出典）　内閣府「国民生活に関する世論調査」より作成。
（注）心の豊かさ：「物質的にある程度豊かになったので、これからは
　　　　心の豊かさやゆとりある生活をすることに重きをおきたい」
　　　物質的豊かさ：「まだまだ物質的な面で生活を豊かにすること
　 　　　に重きをおきたい」　　

日本の国や国民について誇りに思うこと
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図表16　世論調査でみる国民の価値観の変化



図表17　国民総生活時間の見通し

(出典)総務省「平成13年社会生活基本調査」、国立社会保障人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成14年１月現在）、厚生労働省「平成13年人口動態調査」に
基づき国土交通省国土計画局作成。
(注)
(1) １次活動時間…「睡眠」、「身の回りの用事」、「食事」の行動時間の計。
　２次活動時間…「通勤・通学」、「仕事」、「家事」、「育児」、「買い物」等の時間。
　 ３次活動時間は３つに大別される。
　　　積極的自由時間活動時間…「学習・研究」、「趣味・娯楽」、「スポーツ」、「社会的行動」の行動時間の計。
　　 休養等自由時間活動時間…「テレビ、ラジオ・新聞・雑誌」及び「休養・くつろぎ」の行動時間の計。
　　 その他時間…「交際・付き合い」、「受診・療養」等の行動時間の計。
(2) 2010年からの将来推計人口は中位推計を使用。
(3) 2001年は社会生活基本調査に基づく実績値。
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（出典）総理府「生涯学習に関する世論調査」より作成。
（注）　ボランティアをしてみたいと思う人の比率は、「生涯学習をしてみたいと思う」と答えた人の比率に、その内数である「ボランティア活動　
　　　　やそのために必要な知識・技能」（複数選択）を選択した人の比率を乗じて計算している。
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図表18　ボランティア活動への意識と参加
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（出典）内閣府「これからの国土づくりに関する世論調査」（平成8年6月調査）及び「国土の将来像に関する世論調査」（平成13年6月調査）をもとに国土交通省
　　　　国土計画局作成。

理想の居住地域（全体）

図表19　理想の居住地域の意向
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「地方圏の町村が理想」との回答（現在の居住地域別）
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（注）１．経済産業省経済産業政策局調査統計部「平成7年地域間産業連関表」（平成13年3月）
より作成 。

　　　２．地域区分は以下のとおり。

　　　　　北海道　北海道

　　　　　東　北　青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島

　　　　　関　東　茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、新潟、山梨、長野、静岡

　　　　　中　部　富山、石川、岐阜、愛知、三重

　　　　　近　畿　福井、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山

　　　　　中　国　鳥取、島根、岡山、広島、山口

　　　　　四　国　徳島、香川、愛媛、高知

　　　　　九　州　福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島

　　　　　沖　縄　沖縄

　　　３．域際収支は移出－移入の純移出額で算出。

（出典）国土交通省国土計画局「国際的拠点都市の形成に関する現状と課題」（2003年3月）
より引用。

図表20　地域別域際収支（1995年）



（出典）「工業統計表（市町村編）データ（従業者４人以上の事務所）」（経済産業省）より作成。

東京圏及び周辺地域における出荷額増減状
況（1996年～2001年）

名古屋圏・関西圏における出荷額増減状況
（1996年～2001年）

図表21　三大都市圏別製造業出荷額増減状況



（出典）「工業統計表（市町村編）データ（従業者４人以上の事務所）」（経済産業省）より国土交通省国土計画局作成。

図表22　製造業出荷額減少市町村の状況（1996年～2001年）



（出典）「工業統計表（市町村編）データ（従業者４人以上の事務所）」（経済産業省）より国土交通省国土計画局作成。

図表23　製造業出荷額増加市町村の状況（1996年～2001年）



図表24　ブロック別高等学校卒業者の地元就職率・無業率の推移

（出典）各年度学校基本調査報告書（文部科学省）より国土交通省国土計画局作成。
（注）１．東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、名古屋圏（岐阜県、愛知県、三重県）、関西圏（京都府、 大阪府、兵庫県、奈良県）。
　　　　　また、関東、中部、近畿ブロックの数値は、各々、東京圏、名古屋圏、関西圏の数値を除したものである。
　　　２．無業率とは、進学者等及び就職者以外の者が各々卒業者数に占める割合である。
　　　３．地元就職率とは、同一県内で就職した者が就職者数に占める割合である。
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（注）　１．産業構成比＝当該都市圏内の第２次産業就業者数／当該都市圏内の全産業就業者数
　　　　２．都市圏は「日本の都市圏設定基準」（金本良嗣、徳岡一幸）による。

図表25　第２次産業構成比と失業率の関係（2000年：大都市雇用圏）
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　　　たものである。　　

（出典）平成13年度事業所企業統計調査（総務省）より、国土交通省国土計画局作成。（出典）各年度国勢調査より、国土交通省国土計画局作成。
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図表26　製造業の動向
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図表27　商業の動向
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（出典）各年度国勢調査より国土交通省国土計画局作成。 （出典）平成１３年度事業所企業統計調査（総務省）より国土交通省国土計画局作成。

（％） （％）（％）

図表28　建設業の動向
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（出典）各年度国勢調査より国土交通省国土計画局作成。 （出典）平成１３年度事業所企業統計調査（総務省）より国土交通省国土計画局作成。

（％）
（％） （％）

図表29　サービス業の動向



図表30　知識財産業の従業員数と都市圏人口規模の相関
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図表32　大都市圏の交通混雑
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（出典）文部科学省「平成14年　学校基本調査」より国土交通省国土計画局作成。

図表33　教育機能の配置



（出典）国土交通省住宅局資料より国土交通省国土計画局作成。
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一旦、地震等が発生すれば、市街地大火となり、甚大な被害が生じる恐れのある密集市街地

図表34　密集市街地の分布　
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（注）都市圏内中心、都市圏内周辺部、都市圏外の内容はそれぞれ、東京圏　
　　（東京都、東京都以外都市圏、首都圏のうち都市圏外）、名古圏（名古屋
　　　市、名古屋市以外都市圏、名古屋圏のうち都市圏外）、関西圏（大阪市、
　　　大阪市以外都市圏、関西圏のうち都市圏外）。

都市圏内外の刑法犯罪認知件数伸び率の比較
（1995年→2001年）

　　ここでの都市圏とは 「日本の都市圏設定基準」（金本良嗣、徳岡一幸）
　　（2001.7）による。都市圏は中心都市と中心都市への通勤率10%以上等
　　の郊外により構成される。（DID人口が１万以上の市町村も含む。）
　　大都市雇用圏：中心市町村のDID人口が５万人以上。　　　　　　　　
　　小都市雇用圏：中心市町村のDID人口が１万人以上５万人未満。　
　　（ DID：人口集中地区。市区町村の境界内において人口密度の高い　　
　　　(4,000人／ｋ㎡以上）国勢調査区が集結しており、かつ人口5,000人
　　　以上の地域。 ）　　　　　　　　　　　　　　

(%)

すり、ひったくり、自動車盗、住宅侵入盗の犯罪認知件数の
都府県割合（2002年）

(全国件数：１００％)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

住宅侵入盗

自動車盗

ひったくり

す       り

東京 埼玉 千葉 神奈川 愛知 京都 大阪 兵庫 福岡 その他

42.8 20.6

17.4

16.8

10.6 10.2 10.6 9.7

12.08.4

東京 大阪

12.6 8.88.8

（出典）警察庁「犯罪統計書」、「警察白書」、警視庁HPより国土交通省国土計画局作成。

（注）認知件数：警察が事件として扱った件数。　

　　　刑法犯罪検挙率：道路上の交通事故に係る業務上の過失致死傷及び危険運転致死傷を除いた、
　　　刑法犯罪総数の検挙件数／認知件数。

図表35　犯罪の分布
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（出典）国土交通省土地・水資源局ＨＰ「低・未利用地等 の利用状況の変遷に関する経年的実態調査」、　
　　　　　国土計画局「H14首都圏整備に関する年次報告」より国土交通省国土計画局作成 。

（注）調査対象地域：中心業務地域（東京都中央区、文京区、港区）、 密集市街地域（群馬県桐　
　　　生市、東京都墨田区、板橋区）、中心市街地域（茨城県日立市、埼玉県本庄市、 千葉県木更
　　　津市等）、臨海部地域新潟県新潟市、愛知県名古屋市、兵庫県尼崎市）

（万㎡）

低・未利用地の用途別利用割合（2000年、％）

中心業務地域 密集市街地域 中心市街地域
未利用地 37.6 29.0 9.0
駐車場 60.6 71.0 91.0
屋外利用地 0.0 0.0 0.0
建物付低・未利用地 1.8 0.0 0.0

東京湾沿岸地域における低・未利用地

地域別の低・未利用地（面積）

図表36　低・未利用地の動向



図表37　エリア別賃貸住宅市場動向

(出典）住宅金融公庫「住宅金融月報(2001.1)」 　　　
　　　（東京都、神奈川県における賃貸住宅市場の動向について※）

（注）調査は公庫融資を利用した賃貸住宅オーナーへのアンケート
　　　調査による。

　　　調査機関:2000.3.2～2000.6.30

　　　回答数：3,249件（回収率=59.0%）

　　　多摩西部の賃貸市場悪化の原因として、　　　　　　　　　
　　　出典では他に生産緑地法の一部改正(1991.4)により、
　　　農地転用による賃貸住宅が多く供給されたことを　　　　　
　　　あげている。



大都市における真夏日数・熱帯夜数の経年変化（1931～2000）
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（出典）気象庁「気象庁年報」(H12)より国土交通省国土計画局作成。
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（出典）環境省資料より国土交通省国土計画局作成。

（注）地域区分は以下のとおり。

　　　北海道：北海道　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　東北：青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県　　
　　　関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、　
　　　　　　神奈川県　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　中部：新潟県、富山県、石川県、福井県 、山梨県、長野県、　
　　　　　　岐阜県、静岡県、愛知県　　　　　　　　　　　　　　
　　　近畿：三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、　
　　　　　　和歌山県　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　中国：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 　　　　　　
　　　四国：徳島県、香川県、愛媛県、高知県　　　　　　　　　　
　　　九州・沖縄：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、　　
　　　　　　宮崎県、鹿児島県、沖縄県　

図表38　都市の熱環境・地域別廃棄物の状況



図表39　自然環境の総点検等に関する協議会

　平成13年12月に都市再生本部で決定された都市再生プロジェクト（第三次決定）「大都市圏における都市環境インフラの再生」の「１．まとまりのある
自然環境の保全」を具体的に推進することを目的に、関係省庁、都県市からなる「自然環境の総点検等に関する協議会」及びその幹事会が平成14年
３月に設置され、首都圏における自然環境を総点検し、平成14年７月に保全すべき対象等を「保全すべき自然環境」として抽出したところである。

（出典）自然環境の総点検等に関する協議会「首都圏の都市環境インフラのグランドデザイン（中間報告）」（2003.3）より国土交通省国土計画局作成。

　（首都圏において保全すべき自然環境）
１　 三浦半島ゾーン 14　葛西臨海ゾーン
２　 湘南丘陵ゾーン 15　草加・越谷新田ゾーン
３　 横浜の丘ゾーン 16　市川・舟橋の台地ゾーン
４　 八菅山・萩野ゾーン 17　三番瀬ゾーン
５　 相模原ゾーン 18　利根川・菅生沼ゾーン
６　 多摩丘陵ゾーン 19　牛久沼ゾーン
７　 多摩川右岸崖線ゾーン20　手賀沼ゾーン
８　 国分寺崖線ゾーン 21　印旛沼ゾーン
９　 多摩の森林ゾーン 22　東千葉の台地ゾーン
10　狭山丘陵ゾーン 23　盤洲・小櫃川ゾーン
11  三富新田ゾーン 24　鹿野山ゾーン
12　荒川・江川ゾーン 25　富津岬ゾーン
13　見沼田圃・安行ゾーン

平成１５年度までに具体的な実施
方針を検討したゾーン



図表40　大都市のリノベーションの進捗状況

２１世紀の国土のグランドデザイン
(1998.3)

「２１世紀の国土のグランドデザイン」
戦略推進指針(1999.6)

第五次首都圏基本計画(1999.3)

　　東京圏のリノベーション・プログラム(2000.12)

　・・・国際環境文化都市圏

第四次中部圏基本開発整備計画(2000.3)

　　名古屋大都市圏のリノベーション・プログラム
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2003.2)

　　　・・・世界ものづくり・文化都市圏

第五次近畿圏基本整備計画(2000.3)

　　京阪神圏のリノベーション・プログラム(2000.12)

　　　・・・多文化交流圏

「２１世紀の国土のグランドデザイン」戦略推進指針（大都市のリノベーション）施策例 進捗状況　　　
■うるおいある都市空間への転換 
電線共同溝整備事業（国交省）
安全で快適な通行空間の確保、都市景観の向上、都市災害の防止、情報通信
ネットワークの信頼性の向上等を図るため、電線共同溝等の整備を一層推進。

「新電線類地中化計画」策定時においては、７年間で約3,000kmを実
施することとしていたが、５年間に短縮し、従来までの２倍以上の整備
ペースで整備推進することとした。

総合設計制度（国交省）
敷地内に公開空地を設けるなど一定の要件を満たす良好な建築計画について、
特定行政庁の許可により容積率制限、斜線制限等に関する特例を認める。

平成10年から13年の間に、総合設計制度の許可を得た建築計画は
390箇所に及び、これらの箇所における広場、緑地、通路など日常一
般に公開された空地の確保に寄与した。

■環境と共生した社会システムの構築

建設リサイクルの推進（国交省）
都市における有効な環境保全、省エネルギー対策の観点から、都市基盤として
複数の地域熱区域や未利用エネルギーの熱源をネットワーク化する、都市熱源
ネットワークの整備を推進。

建設リサイクルの推進に向け行動計画等をとりまとめた「建設リサイク
ル推進計画2002」の策定や、建設リサイクルを適正に実施するための
基準である「建設副産物適正処理推進要綱」の改定等。

環境アセスメントの実施(環境省)
環境に著しい影響を及ぼすおそれがある一定規模以上の各種事業を行うにあた
り、事業者自らが環境への影響の調査、予測、評価を行い、環境保全対策を検討
する「環境アセスメント手続き」の実施の義務づけ。

平成９年６月に環境影響評価法が制定され、環境に著しい影響を及
ぼすおそれがある各種事業の実施に当たっては事前に環境影響評価
を行うことが義務づけられた。同法に基づき、約１３０件が手続き中ま
たは終了。平成１４年３月で全ての都道府県及び政令指定都市にお
いて、環境影響評価条例が公布・施行された。

■大都市構造の再構成

下水道システムの耐震化（国交省）
新しい耐震基準に基づく耐震性の向上、既存施設の補強を促進、また幹線管渠
や処理場のネットワーク化など下水道システムの地震対策、処理水や雨水の防
災用水としての再利用や処理場上部空間を活用した防災拠点化等を推進。

「下水道施設耐震計算例－管路施設編－」(H13),「下水道施設耐震
計算例－処理場、ポンプ場編－」(H14)を発刊。

防災公園の整備（国交省）
　大震災時における国民の生命、財産を守るため、大都市地域等において、都市
の防災構造を強化し、避難地、避難路として機能を有する都市公園（防災公園）を
緊急かつ重点的に整備。

地震災害時に復旧・復興拠点や復旧のための中継基地等となる防災
拠点の整備のほか、広域避難地および地域住民の集結場所等として
機能する防災公園等の整備を行った。　これまでに3,112箇所、計
23,458,4haの防災公園を整備。

密集住宅市街地整備促進事業（国交省）
　防災上、居住環境上の課題を抱える密集住宅市街地の整備を図るため、老朽
建築物等の除却や建替え、従前居住者の住宅確保、道路、公園等の地区施設
の整備等。

平成１０年から平成１４年までの間に、密集住宅市街地整備促進事業
を新たに事業採択した地区は２９市区町４１地区1,122ha。

道路の震災対策の推進（国交省）
我が国は有数な地震地帯に位置し、有史以来数多くの地震に見舞われ大きな被
害を受けてきた。このため、震災時に生活物資や復旧物資等緊急物資輸送を確
保するために必要な緊急輸送道路等の橋梁補強等。

道路の震災対策については、緊急輸送道路の橋脚補強等の対策を
実施している。これまでに、緊急輸送道路について約２９，０００橋脚
で対策を実施した。

（出典）

大都市のリノベーションの推進に関するホームページ

（http://www.mlit.go.jo/crd/daisei/renovation/top.html)



図表41　地域連携軸構想評価調査

問１「この地域連携軸構想に積極的に参加してますか。」
　　　　　　　肯定→52.5％、否定→47.3％
問２「この地域連携軸構想によって連携・交流が深まりましたか。」
　　　　　肯定→43.1％、否定→56.7％
問３「上記地域連携軸構想によって、促進されたあるいは深まった内容」
（回答が多かった上位３つ）
「新たな観光ルートの形成」（ 65.9％）
「地域産業の発展機会」（38.8％）
「地域における情報化の促進」（35.0％）
問４「地域連携軸構想を推進して貴団体のメリットはありましたか。」
　　　 　　　肯定→46.6％、否定→52.5％
問５「この地域連携軸構想に今後より積極的に参加する予定ですか。」

　　　肯定→57.8％、否定→41.0％
問６「この地域連携軸構想の今後の発展に期待しますか。」

　　　肯定→75.6％、否定→23.3％
問７「別の地域連携軸構想に新たに参加する予定はありますか。」

　　　肯定→14.5％、否定→83.9％

（評価調査の概要)

・現時点での構想に対する評価を知るために平成14年11月に実施。

・31連携軸構想に対する評価調査。

・評価調査を行う団体は、構想に参加している地方公共団体（都道府県・市町村）

・延べ1,020団体に配布し、796団体から回答あり。（回収率78.0％）



図表42　自市町村内に医療・商業施設が立地する市町村の割合（全国）
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（出典）総務省「国勢調査報告」等をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）　ここでいう医療・商業施設とは以下のとおり。
　　　　　　　　　医療（一般）：重要性、ニーズの高い16の診療科目（内科、呼吸器科、消化器科（胃腸科）、循環器科、小児科、精神科、外科、整形外科、脳神経外科、
　　　　　　　　　　　　　　　　産婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、皮膚科、泌尿器科、ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科、麻酔科）
　　　　　　　　　医療（救急）：救命救急センター若しくは救急告示病院
　　　　　　　　　商業：店舗面積１万㎡以上の百貨店、スーパー、ショッピングセンター若しくは寄合百貨店

0～2万人 2～4万人 4～6万人 6～8万人 8～10万人 10～12万人 12～14万人 14～16万人 16～18万人 18～20万人 20～25万人 25～30万人 30万人～ 全体
市町村数 2,218 421 168 98 55 43 31 21 18 9 20 20 85 3,207

自市町村内に医療（一般）施設が立地する市町村の割合

自市町村内に医療（救急）施設が立地する市町村の割合

自市町村内に商業施設が立地する市町村割合



図表43　中心的都市より１時間圏外の市町村数と人口の割合（全国）

（出典）国土交通省総合交通分析システム（NITAS) 、総務省「国勢調査報告」をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）　１．ここでいう中心的都市とは、中枢･中核都市（県庁所在又は人口30万人以上であって昼夜間人口比１以上の市）及び人口20万人以上の市とした。
　　　 ２．圏域の設定にあたっては、平成14年３月現在の交通ネットワークで鉄道（新幹線と特急を除く。）と道路（高速道路を除く。）の利用を前提とし、
　　　　　　各市町村間の到達時間を市町村単位に設定した。各市町村の起点終点はそれぞれ市町村役場である。
　　　 ３．将来人口の推計は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成14年１月推計）」の中位推計をもとにした。移動率の仮定は以下のとおり。
　　　　　　・固定型：1995年から2000年までの移動率が将来も続くと仮定
　　　　　　・封鎖型：移動率がゼロと仮定
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図表44　中心的都市より１時間圏外の市町村（地図）

（出典）国土交通省総合交通分析システム（NITAS) 、総務省「国勢調査報告」をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）　１．ここでいう中心的都市とは、中枢･中核都市（県庁所在又は人口30万人以上であって昼夜間人口比１以上の市）及び人口20万人以上の市とした。
　　　 ２．圏域の設定にあたっては、平成14年３月現在の交通ネットワークで鉄道（新幹線と特急を除く。）と道路（高速道路を除く。）の利用を前提とし、各市町村間
　　　　　　の到達時間を市町村単位に設定した。各市町村の起点終点はそれぞれ市町村役場である。

ピンク：市

青：町村



図表45　欧州諸国と地域ブロックの比較

（出典）「Road Atlas Europe」、The　World　Bank “World Development Indicators 2002”、
　　　　　内閣府「県民経済計算」をもとに国土交通省国土計画局作成。

（注）わが国の地域ブロック別GDPは、93SNAベースの年度値である。

地域・国
人口（万人）
2000年

面積
（万k㎡）

GDP(億米ドル)
2000年

北海道 570 8.3 1,922
東北 1,230 7.5 4,079
関東 4,130 3.6 17,217
中部 2,150 4.1 6,721
北陸 310 1.1 1,151
近畿 2,350 2.7 7,774
中国 770 3.2 2,672
四国 420 1.9 1,296
九州 1,350 4.0 4,135
沖縄 130 0.2 329
デンマーク 540 4.3 1,623
ベルギー 1,030 3.3 2,266
オーストリア 810 8.4 1,890
スイス 720 4.1 2,398
オランダ 1,610 4.2 3,648



　

　　　　　　　　　条件不利地域　　　　　　　

拠点都市圏中枢・中核都市

中核・中心・中小都市

｜

周辺地域

産業集積拠点

図表46　拠点都市圏及び産業集積拠点の地域ブロックにおける位置づけ

ほどよいまち



図表47　拠点都市圏の経済規模

（出典）総務省「H12国勢調査」、「世界の統計」 内閣府「県民経済計算年報（2003）」より国土交通省国土計画局作成。

(注)　
都市圏は 総務省「国勢調査」の設定による。
都市圏は中心都市 と中心都市への15歳以上通勤通学者数の割合
が当該市町村の常住人口の1.5%以上であり、かつ中心市と連続し
ている市町村とする。ただし、中心市への15歳以上通勤・通学者
数の割合が1.5%未満の市町村であっても、その周辺が周辺市町村
の基準に適合した市町村によって囲まれている場合は「周辺市町
村」とする。　

（注）欧州各都市の経済規模は、各国の一人当たりGDP（2000年）に各都市人口（2003年）を
　　　乗じ求めた。円換算に用いた為替は2000年平均値(1ドル108円)。

欧州都市の経済規模

：経済規模（人口×一人当たり県民所得）

人口（万人）経済規模（兆円）※一人当たり県民所得（千円）

東京都市圏 3,461 151.1 東京都4365
関西都市圏 1,864 61.6 大阪府3303（大阪市3240）
名古屋都市圏 874 30.6 愛知県3498（名古屋市3642）
福岡・北九州都市圏 542 14.4 福岡県2660（北九州市2833,福岡市2660）
静岡・浜松都市圏 267 8.5 静岡県3194
札幌都市圏 251 7.2 北海道2856(札幌市2966)
岡山・高松都市圏 259 7.0 岡山県2649、香川県2788
金沢・富山都市圏 222 6.6 石川県2970、富山県2931
広島都市圏 219 6.1 広島県2961（広島市2905）
仙台都市圏 204 6.1 宮城県2769（仙台市3288）
新潟都市圏 135 3.9 新潟県2892
熊本都市圏 146 3.9 熊本県2646
鹿児島都市圏 109 2.5 鹿児島県2325
那覇都市圏 103 2.2 沖縄県2125
松山都市圏 70 1.7 愛媛県2495
※都市圏人口×一人当たり県民所得（都道府県の値）(2000年)

人口（万人） 経済規模（兆円）

コペンハーゲン デンマーク 109 2.9
ブリュッセル ベルギー 98 2.0

ウィーン オーストリア 152 3.2
チューリッヒ スイス 35 1.2

アムステルダム オランダ 74 1.6



図表48　拠点都市圏のイメージ

・都市的サービス

・研究開発活動

　　　　　　　等

都市型産業支援

国際・広域交流 人材育成

　（拠点都市圏の役割）　

・都市の文化的個性　　　　　・快適な居住環境　　　・多様な楽しみ　

・防災性の確保　　・医療福祉の充実　　・教育機関の充実　　・交通・情報網の整備

　（拠点都市圏での活動を持続させるための要素（例））　

重点的投資　→ （目的）　拠点都市圏　・・・　地域ブロックの自立（経済・文化等）を牽引、広域交流の拠点形成　→　日本全体を牽引
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○海外

○国内他地域

個性的な知識創造
　　　エネルギー
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一住宅あたり延べ面積

一人当たり都市公園面積

住宅地地価（１㎡あたり）

（出典）　総務省「住宅・土地調査」(H10),都市計画年報、各都道府県「地価調査」より国土交通省国土計画局作成。

（注）各図の黄色は三大都市圏中心都市。一人あたり都市公園面積：都市計画区域において、地方公共団体・国が設置した公園の面積／都市計画区域内人口、１住宅あたり面積：
　　　持ち家住宅およ借家住宅の床面積の平均値、住宅地地価：毎年一回実施する基準値の価格調査による、用途が住宅である地点の平均価格。
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図表49　拠点都市における生活面の指標
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図表50 産業集積拠点のイメージ
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（出典）国土交通省国土計画局「個性ある都市づくりに関するアンケート調査」(H15.6)より国土交通省国土計画局作成。

（注）東京２３区、名古屋市、大阪市、福岡市の居住者へのアンケート調査。
　　　　回答者総数：６４１人（有効）回答率。

N=641

%

住民と行政の関係について

図表51　都市に対する誇りと居住意識（都市住民意識調査より）


